
本誌特別調査

労働契約締結前の訓練契約は労働契約に該当し、通算契約期間が5年超となるため労契法18条1項による無期転換が認められる
（ケイ・エル・エム・ローヤルダツチエアーラインズ事件　東京地裁　令4.1.17判決）
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等級制度と昇格・昇進、
降格の最新実態
（労務行政研究所）

●「ジョブ型雇用」と「ジョブ型人事制度」はどう異なるか
●睡眠障害を抱えて業務に支障が出ている社員に対し、懲戒処分を科したり、休職を命じたりすることは可能か
●新型コロナウイルス感染症と診断されることを恐れ、発熱や咳があっても受診等をしない社員に自宅待機を命じてよいか
●不妊治療のための特別休暇を取得する際に、診断書の提出を必須とすることは可能か
●電動キックボードでの通勤を認めないことは可能か
●事業譲渡する場合、社員の雇用契約や退職金は譲渡先でどのような取り扱いとなるか
●新入社員研修で合同労組に加入しないよう説明してもよいか
●ワーケーション中にけがをした場合は業務災害となるか
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